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令和４年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 31 日実施） 

（令和 2 年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （11 月 24 日実施） 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 

学習指導 

これからの時代を

心豊かにたくまし

く生きていく力を

育むため、主体的

に学ぶ意欲を高

め、資質・能力を

育成する教育課程

編成や組織的な授

業改善に取り組

む。 

 

 

 

(1)新カリキュラムの

円滑な実施を図るとと

もに教育課程の点検・

改善に取り組む。 

(2)主体的・対話的で

深い学び及び教科等横

断的な学びの推進の視

点から授業力向上推進

重点校事業の初年度と

して、様々な観点によ

る研修会を企画し、実

践に向けた準備を充実

させる。 

 

(1)生徒の進路希望やニ

ーズに対応した教育課

程を点検し、見直す。 

(2)①授業力向上推進重

点校として組織的に取

り組む観点項目を明確

にした研修会を企画す

る。アンケートを実施

し、PDCA サイクルによ

るよりよい研修を目指

す。 

②ICT の効果的な活用を

さらに探究し、教員の

意識改善や情報スキル

の向上、授業力向上に

結び付ける。 

(1)①生徒の進路実現に

対応した選択科目の再

検討と、選択帯の設定

ができたか。 

②生徒が様々な学びの

場や機会を活用して、

自ら学びを深めていく

ことができたか。 

(2)①研修の到達度や満

足度を高め、実践に向

けた準備ができたか。 

②「教育の情報化の実

態等に関する調査」等

で「全くできない」回

答がゼロになったか。 

(1)①生徒の学習意欲・進路実

現に対応した選択科目の設定を

行い、可能な限りの講座開設が

できるように工夫した。 

②コロナ禍での様々な制約の

中、インターンシップ参加者は

昨年度比 3 倍、高大連携事業は

3 名の生徒が受講した。 

(2)①教員の授業改善、授業力

向上に取り組んでいく土壌を共

有した。全４回の研修を実施。

アンケート結果を次回の内容に

反映した。 

②全職員に ChromBook を配備。

「学校における教育の情報化の

実態等に関する調査」等で「全

くできない」をゼロにできた。 

(1)①再来年の新

カリキュラム全学

年実施にむけて選

択科目や帯の設定

の最終チェックを

行う。 

②高校生学習活動

コンソーシアム等

を活用して様々な

学びの機会を紹

介、生徒の学習意

欲を刺激し、一人

ひとりが生き方や

働き方への考えを

深化させる。 

②職員の取組を更

に向上させたい。 

・chromebook 配付はよ

いと思う。大学でもオ

ンライン授業やオンデ

マンド授業についての

ノウハウは蓄積され、

今はハイフレックス授

業の工夫が課題となっ

ている。また、学生の

入学前から卒業後まで

の情報をカルテ化、ポ

ートフォリオ化して指

導に役立てようと考え

ているが、なかなか進

展しない。 

(1)進路実現の

方策が多様化・

複雑化している

中、個々の生徒

の実情に寄り添

った指導が必

要。職員の一層

の情報収集力と

指導力の向上が

大切。 

(2)①生徒を伸

ばし切れていな

い現状がある。 

②ICT 環境は、

全 HR にモニタ

ー設置、WiFi 環

境を整備した。 

・「知識の習得」にとどま

らず、それを踏まえたうえ

で、どのように活用し生か

していくかを考える力をつ

けさせたい。学校の行事や

日々の生活のなかで自ら考

え課題解決していく場をさ

らに設けていく。 

・中間層以下の生徒に対し

て、どのようにスイッチを

入れ、引き揚げていくかを

職員全体で共有して方策を

検討する。 

 

２ 
生徒指導・支

援 

部活動や行事、日

常的な生徒指導を

通して、社会規範

を身に付け責任感

や連帯感を高め、

自己実現に向けて

努力する姿勢と命

を大切にする心を

育む。 

 

 

 

(1)新型コロナ感染を

踏まえながら、生徒が

部活動や学校行事に積

極的に参加し、他者と

の関わりの中で自己有

用感を持つことができ

るよう支援する。 

(2)広報行事の生徒参

加を可能な限り行い、

生徒自らの存在感や自

己肯定感を高める。 

 

(1)①生徒の安心・安全

を担保し、内容の精選

を含めた学校行事を運

営する。 

②部活動の活性化を図

る。 

③交通安全に係る定期

的な指導を行う。 

④教育相談窓口を活性

化し、迅速に適切な対

応がとれる組織を構築

し、職員の知識やスキ

ルの向上を図る。 

(2)学校説明会等で、生

徒に活動の場を提供す

る。 

(1)①振り返りアンケー

トにおいて、生徒の満

足度が高まったか。 

②部活動加入率が前年

度より向上したか。 

③交通事故や近隣から

の苦情が減少したか 

④SNS での問題行動が起

きないよう研修を実施

できたか。また組織的

に支援できたか。職員

の知識やスキルの向上

を図れたか。 

(2)関連委員会の活動が

前年度よりも多く実施

できたか。 

(1)①体育祭、文化祭ともに大

多数の生徒が満足と回答。 

②４月の部活動の加入率は約

75%であり、昨年度より５ポイ

ント以上上昇した。 

③交通事故や近隣からの苦情は

減少。今後も定期的な指導を適

切に継続する。 

④SNS での問題行動は、例年よ

りも減少。生徒が抱える問題に

は、支援会議等で適切に対応。

教育相談アンケートの実施や教

育相談週間の設定、夏休み前後

にも個人面談を行い、適切に対

応した。 

(2)学校説明会への生徒参加

は、各回 10 名余りが参加。 

(1)②生徒が３年

間継続して部活動

に取り組む環境作

りが必要である。 

③定期的、組織的

な交通安全指導の

継続。 

④SNS 活用につい

ての指導を行う。

生徒からの情報を

精査し、組織的に

対応する。 

(2)より生徒の自

己有用感の醸成に

資するような学校

行事の運営に努め

たい。 

・いろいろな制約があ

るなかで文化祭や体育

祭を開催できたこと

は、苦労もあったが喜

ばしいことである。 

・制限ある中で、生徒

が求めているメニュー 

は何か、どう生徒に届

いているか。その検証

方法を考えることが必

要になる。 

(1)①生徒の満

足度は上昇。 

②部活動加入率

は、学年が上が

るにつれ減少。 

③自転車事故や

近隣からの苦情

は激減。自転車

通学者のヘルメ

ット着用推進が

課題になる。 

④後半 SNS トラ

ブルは、激減。 

(2)昨年以上の

生徒参加があっ

た。感染防止対

策変更後の検討

・生徒の活躍の機会や活動

の様子を学校内外で広報す

る機会を増やし、自己有用

感・自己肯定感の向上に繋

げる。 

・PTA との連携しながら今

後も指導を徹底していく。 

・SNS トラブルについての

注意喚起を新入生説明会、

オリエンテーション等を使

って生徒に周知徹底する。 



 
視点 

４年間の目標 
１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 31 日実施） 

（令和 2 年度策定） 具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 （11 月 24 日実施） 成果と課題 改善方策等 

が必要。 

３ 
進路指導・支

援 

生徒一人ひとりの

進路希望実現に向

け、自らのキャリ

ア発達を意識でき

る、３年間を見通

した進路指導の充

実を図る。 

(1)生徒の「第 1 志望

宣言」を受けて、進路

希望実現のためのサポ

ートを充実させ、生徒

個々の主体的なキャリ

ア意識を形成する。 

(2)３年間を見通した

進路支援を、生徒・保

護者に対して行い、高

校生活の充実を図る。 

外部人材や情報ツール

を活用する機会を増や

し、多角的で確実なキ

ャリア支援を行う。 

(1) 社会状況の変化に

対応する緻密な情報収

集を行い、様々なツー

ルを用いて、必要な情

報を提供し、個々の生

徒に対応したきめ細か

い進路指導を行う。 

(2)①“社会人に学ぶ”

や“ＳＤＧｓ”の学び

により、生徒個々のキ

ャリア意識を高める。 

②説明会や外部機関を

積極的に活用し、学習

意欲の喚起を促す。 

(1)各学年、進路通信を

年３回以上発行し、キ

ャリア意識を向上させ

ることができたか。 

(2)①探究活動を通して

進路に係る基本スキル

の習得を実感できた

か。 

②説明会を２回以上行

い円滑な進路活動につ

なげられたか。生徒の

発達段階に応じた外部

模試を紹介し、実力向

上を図れたか。 

(1)進路通信やグーグルクラス

ルーム等を通じて、必要な情報

を各学年発信することができ

た。進路通信は１年、３年はす

でに年３回以上、２年は年２回

発行、年度末にさらに発行。 

(2)外部講師の講演や総合的な

探究の時間の調べ学習を通し

て、生き方、在り方について深

く考える機会を設けることがで

きた。２年３学期を３年０学期

ととらえ、「第 1 志望宣言」に

合わせて、志望理由書の書き方

について取り組ませた。 

(1)必要な情報が

確実に届いている

か検証する方法を

研究する。 

(2)個々の進路イ

ベントが日頃の学

習活動の動機付け

にどのような教育

効果をもたらすか

検証する方法を研

究する。 

・生徒たちは、経験が

少ないので視野が狭い

のは仕方がない。年に

１回程度社会人と少し

話をしただけでは、そ

れほど視野が広がるこ

とは思えない。読書に

よって多様な人生の情

報に触れると効果的な

のではないかと考え

る。 

 

(1)進路通信等

様々なツールを

用いて、生徒や

保護者に必要な

情報を的確に提

供。20 年後、5

年後、1 年後の

キャリアを構築

させた。今後は

情報を受け取る

だけでなく、常

に自らの学びや

行動を報告・発

信できるような

工夫が必要。 

・本校のキャリアパスポー

トである「学力の 3 要素」

の電子化を実現し、日々の

教育活動をＰＤＣＡサイク

ルで行えるようにしてい

く。 

・卒業生の成功体験が掲載

されている「進路の手引

き」の効果的な活用を検討

し、生徒が高い目標に向け

てチャレンジしていく機運

を構築する。 

４ 
地域等との協

働 

地域に開かれた学

校としての取組み

をさらに進め、保

護者や地域、大学

等外部機関、行政

機関等との連携を

促進し、協働と信

頼に根ざした学校

づくりを推進す

る。 

(1)地域と連携・協働

する機会を多く持ち、

学校の情報を提供する

とともに、生徒の自己

肯定感と主体性を向上

させ、地域貢献に対す

る意識を高める。 

(2)ICT 利活用につい

て、生徒、教職員、保

護者が協働して次世代

を担う人づくりを実践

する。 

(1)地域において生徒が

活動表現できる場を確

保し、生徒の活動を通

して、地域や外部機関

との交流を図る 

(2)本校のクラウドシス

テムを用い、諸連絡や

アンケートなど様々な

場面で保護者にも可能

な限り同システムを利

活用してもらう。 

(1)感染症対策に対応し

つつ、各活動への参加

人数が５名以上あった

か。 

(2)まち comi、Twitter

などの SNS、Classi、

LoiloNote、Google の用

途を明確にし、保護者

への連絡方法を周知で

きたか。 

(1)文化部の発表の場として、

美しが丘四郵便局や駅前商店

街、FM サルースの協力のもと、

発表や演技等が実現した。 

(2)全 4 回の研修で外部講師を

活用し充実させた。 

・まち comi、Twitter について

は管理職より、Classi、Google

について学年が中心となり連絡

できた。1 学年では Classi の欠

席連絡を利用し、朝の電話対応

が激減した。 

(1)地域活動を更

に活性化するため

関連グループとも

連携し、活動の場

を模索したい。 

・元石川高校は地域協

働について先進的取組

をしていると思う。 

・学校だけでは解決で

きない点を全体の課題

として共有する。学校

だけでは学べない場の

確保が大切だと思う。 

・学校ルールの見直し

は全国的な動き。生徒

に自分事として考えさ

せるのがよい。 

(1)地域連携、

外部連携ともに

十分な取り組み

ができた。 

(2)Classi の欠

席連絡について

は関連グループ

と調整したい。 

 

・学校運営協議会、近隣の

教育機関、行政機関などの

教育資源と協力しながら社

会とのつながりを実感する

機会を増やす。 

・生徒が主体的に社会に関

わり、社会貢献できるよう

な機会提供と校内の支援体

制作りを推進する。 

５ 
学校管理 

学校運営 

保護者や周辺地域

による、本校の教

育活動に対する理

解を深化させると

ともに、安全・安

心・快適な学習環

境を整備し、保護

者や県民から信頼

される学校づくり

を確立する。 

(1)ICT 利活用を基盤と

した指定校事業の遂行

を支えるインフラの整

備を推進する。 

(2)組織的な防災意識

の向上と防災体制の整

備を推進する。 

 

(1)全 HR 教室でのデバ

イス活用が問題なく行

えるよう整備する。 

(2)コロナ禍の中で、実

際の災害を想定し防災

意識の向上と防災体制

を充実させる。 

 

(1)ネット環境の整備が

できたか。少なくとも

１学年で Wi-Fi がスム

ーズに使えるようにな

ったか。 

(2)①日常の中で常に防

災意識をもち、定着し

たか。 

②地域と繋がること

で、新規の活動があっ

たか。 

(1)アクセスポイントの配備が

全 HR 教室完了した。周年行事

事業によりモニター整備も完了

し、最低限の環境は整えること

ができた。 

(2)実際の災害を想定した避難

訓練を全校生徒一体となって行

った。また、防災倉庫、防災備

品の整備を行った。 

(1)インフラ以外

にも体育館スクリ

ーンや ICT の有効

的な利活用のため

の整備を継続す

る。 

(2)いろいろな場

面で防災意識が高

まるように指導を

して行く。 

・コロナの完全終息は

予想しにくい。集団感

染による学級閉鎖が相

次いでは学校生活が全

うできない。管理を強

化すると有意義な学校

生活が送れない。無理

のない範囲で工夫を続

けてほしい。 

・災害はいつ起こるか

わからない。指揮系統

だけではだめである。 

(1)ICT 利活用の

ためのインフラ

整備は完了する

ことができた。 

(2)実際の災害

を想定した避難

訓練が実施でき

た。より一層の

災害備蓄品の整

備が必要。 

・近隣地域との連携を視野

に入れた防災体制の在り方

を検討し防災教育を充実さ

せていく。 

・災害備蓄品倉庫を増設

し、災害備蓄品を整備す

る。 

・ICT 利活用をさらに促進

し、広報の重要性を意識し

ながら、引き続き質、量と

もに充実した情報発信を行

っていく。 
  


